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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第109期中から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

５ 平成18年４月１日に富士製粉株式会社と合併したことにより、第109期中の数値は合併日以降の経営成績等が含まれてお

ります。 

回次 第107期中 第108期中 第109期中 第107期 第108期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 17,051 17,336 22,743 34,626 35,071 

経常利益 (百万円) 515 557 743 1,220 1,369 

中間(当期)純利益 (百万円) 237 316 429 695 801 

純資産額 (百万円) 14,593 15,882 19,418 15,101 17,006 

総資産額 (百万円) 24,219 26,217 34,776 25,037 27,787 

１株当たり純資産額 (円) 375.16 408.69 418.97 387.79 436.10 

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 6.10 8.14 9.33 17.31 19.94

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.3 60.6 55.4 60.3 61.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 480 604 807 1,078 1,460

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △764 △197 △858 △776 △1,207

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △54 △139 △1,186 △323 △374

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 1,852 2,433 1,525 2,163 2,046

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
557 

(1,761)
543

(1,734)
727

(1,646)
557 

(1,792)
532

(1,706)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第109期中から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

５ 平成18年４月１日に富士製粉株式会社と合併したことにより、第109期中の数値は合併日以降の経営成績等が含まれてお

ります。 

  

回次 第107期中 第108期中 第109期中 第107期 第108期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 12,267 12,443 17,886 24,499 24,973 

経常利益 (百万円) 569 575 716 1,150 1,213 

中間(当期)純利益 (百万円) 341 397 465 703 750 

資本金 (百万円) 1,991 1,991 2,500 1,991 1,991 

発行済株式総数 (株) 39,829,500 39,829,500 46,923,646 39,829,500 39,829,500 

純資産額 (百万円) 13,680 14,935 18,201 14,089 15,895 

総資産額 (百万円) 21,358 23,105 31,764 21,623 24,371 

１株当たり純資産額 (円) 351.06 383.48 395.62 361.11 407.54 

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 8.76 10.20 10.13 17.50 18.59

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 3.00 3.00 3.00 6.00 6.00 

自己資本比率 (％) 64.0 64.6 57.3 65.2 65.2 

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
304 
(108)

301
(108)

465
(131)

305 
(108)

295
(111)



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

当社は、平成18年４月１日に富士製粉株式会社と合併いたしましたが、当社の企業グループ(当社及び当社の関係

会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

(2) 主要な関係会社の異動 

①製粉及び食品業 

製粉及び食品業においては、アジア地域へ製造拠点を移転した日系冷凍食品メーカーへミックス粉を供給する

ために、三菱商事株式会社と共同でベトナムにプレミックス粉の製造及び販売を行うNitto-Fuji International

Vietnam Co.,Ltd.を平成18年６月９日に設立いたしました。 

②その他の事業 

その他の事業(運送業)においては、富士製粉株式会社との合併に伴い、同社の子会社であった富士製粉運輸株

式会社を平成18年４月１日に日東運輸倉庫株式会社(連結子会社)と合併させ、日東富士運輸株式会社(連結子会

社)といたしました。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動は次のとおりであります。 

(1) 合併 

①その他の事業 

平成18年４月１日に日東運輸倉庫株式会社(連結子会社)と富士製粉運輸株式会社を合併させ、日東富士運輸株

式会社(連結子会社)といたしました。 

(注) 主要な事業の内容欄には、主に事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

(2) 新規 

①製粉及び食品業 

平成18年６月９日にプレミックス粉の製造及び販売を行うため、下記の会社を設立し、関係会社(非連結子会

社)といたしました。 

(注) １ 主要な事業の内容欄には、主に事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社であります。 

  

名称 住所 
資本金又は 
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(連結子会社)          

日東富士運輸株式会社 東京都大田区 25 
その他の事業

(運送業) 
100.0 ―

当社の原料小麦及び製品の運送を

しております。 
役員の兼任 ６名 

名称 住所 
出資金
(US$) 

主要な事業
の内容 

出資額及び出資割合
関係内容 

出資額(US$) 出資割合(％) 

(非連結子会社)          

Nitto-Fuji 
International 
Vietnam Co.,Ltd. 

ベトナム社会主義共和国 
ビンズン省トゥアン・アン郡 
ベトナム・シンガポール工業
団地 

2,300,000 製粉及び食品業 1,955,000 85.0 役員の兼任 １名



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を含み、当社グループ外から当社グループへの出向者を除いた

就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、派遣社員は含まれておりません。 

４ 従業員数が前連結会計年度末に比べて195名増加したのは、主に平成18年４月１日付の富士製粉株式会社との合併による

ものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を含み、他社から当社への出向者を除いた就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、派遣社員は含まれておりません。 

４ 従業員数が前事業年度末に比べて170名増加したのは、主に平成18年４月１日付の富士製粉株式会社との合併によるもの

であります。 

  

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループ(当社及び連結子会社)の労働組合は、連結財務諸表を作成する当社のみに組織されております。 

平成18年４月１日付の日東製粉株式会社と富士製粉株式会社との合併により、平成18年９月30日現在、当社に

は、日東製粉労働組合と富士製粉労働組合が並存しております。 

各労働組合の状況は次のとおりであります。 

平成18年９月30日現在 

  

なお、労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

製粉及び食品業 
489
(131) 

外食事業 
144

(1,508) 

その他の事業 
94
(7) 

計 
727

(1,646) 

従業員数(名) 
465 
(131) 

名称 日東製粉労働組合 富士製粉労働組合

組合員数(名) 216 103

上部団体 日本食品関連産業労働組合総連合会



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰というマイナス要因はあったものの、好調な企業収

益や設備投資に支えられて、全体として堅調に推移しました。 

製粉業界におきましては、食料品のデフレ傾向の長期化や輸入小麦粉調製品の影響をうけ小麦粉市況は回復に到

らず、販売価格が低迷したままで厳しい経営環境が続きました。 

外食産業におきましては、全体の市場が伸び悩むなかで、中食産業への需要の流れもあり、趨勢的に販売が低迷

する苦しい経営環境が続いております。 

このような環境のなかで、当社は、平成18年４月１日に旧富士製粉㈱と合併し、新たに「日東富士製粉株式会

社」として出発いたしましたが、「コミュニケーションを強化し、合併効果の早期実現を図れ」を基本方針に、全

部門が業績向上を図るべく取り組んでおります。 

この結果、当中間連結会計期間の当社グループの業績は、売上高は227億4千3百万円と前年同期に比べ54億7百万

円(31.2%)の増収となり、営業利益は5億8千8百万円と前年同期に比べ1億3千万円(28.6%)の増益、経常利益は7億4千

3百万円と前年同期に比べ1億8千6百万円(33.4%)の増益、中間純利益は4億2千9百万円と前年同期に比べ1億1千3百万

円(35.8%)の増益となりました。 

なお、合併前の旧富士製粉㈱の前年同期間の実績は売上高58億6千4百万円、経常利益2億8百万円、中間純利益2億

3千1百万円であります。 

  

事業の種類別セグメントの状況を示すと、次のとおりであります。 

  

① 製粉及び食品業 

当事業部門におきましては、主力の小麦粉を始めとし食品及びミックス粉部門さらには水産飼料部門が、旧富

士製粉㈱との合併により上乗せとなったことから、一部、エンジニアリング部門の反落はありましたが、売上

高、営業利益とも旧日東製粉㈱グループの前年同期を大きく上回りました。 

この結果、売上高は192億5千4百万円と前年同期に比べ55億4千3百万円(40.4%)の増収となり、営業利益は5億6

千9百万円と前年同期に比べ7千6百万円(15.4％)の増益となりました。 

  

② 外食事業 

当事業部門におきましては、不採算店の整理を積極的に行ったこともあり、連結対象期間の１月から６月の売

上高は減少しましたが、「ケンタッキーフライドチキン」店が順調に回復したことから、営業利益は改善しまし

た。 

この結果、売上高は33億5千1百万円と前年同期に比べ1億4千9百万円(4.3%)の減収となりましたが、営業利益は

7百万円と前年同期に比べ5千万円の改善となりました。 



  
③ その他の事業 

当事業部門(運送業)におきましては、親会社と同様に平成18年４月１日合併した「日東富士運輸株式会社」

が、合併の影響で売上高は1億3千7百万円と前年同期に比べ1千3百万円(10.9%)の増益となりましたが、排気ガス

規制対応の車両買換え償却増や燃料費高騰の影響を受け、営業利益は1千7百万円と前年同期に比べ3.6%の減益と

なりました。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、15億2千5百万円と前

年同期末に比べ9億7百万円(37.3%)減少しました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動におきましては、税金等調整前中間純利益、減価償却費及び仕入債務の増加等により、当中間連結会

計期間に獲得した資金は8億7百万円と前年同期に比べ2億3百万円(33.6%)増加しました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動におきましては、有形固定資産の取得や関係会社への出資等により、当中間連結会計期間に使用した

資金は8億5千8百万円と前年同期に比べ6億6千万円(334.4%)増加しました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動におきましては、短期借入金の返済等により、当中間連結会計期間に使用した資金は11億8千6百万円

と前年同期に比べ10億4千6百万円(750.0%)増加しました。 

  

  

  

  



  
２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 前年同期比は旧日東製粉グループとの比較であります。 

  

(2) 受注実績 

受注生産を行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 前年同期比は旧日東製粉グループとの比較であります。 

  

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(百万円) 

前年同期比(％) 

製粉及び食品業 15,871 37.6 

計 15,871 37.6 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(百万円) 

前年同期比(％) 

製粉及び食品業 19,254 40.4 

外食事業 3,351 △4.3 

その他の事業 137 10.9 

計 22,743 31.2 

相手先 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

三菱商事株式会社 10,872 62.7 11,111 48.9 



４ 【経営上の重要な契約等】 

(提出会社) 

富士製粉株式会社との合併契約 

当社は、平成17年９月13日開催の取締役会において、平成18年４月１日を合併期日として富士製粉株式会社と合

併することについて決議し、同日合併契約書を締結し、平成17年11月29日開催の臨時株主総会において同合併契約

書の承認を受けております。 

なお、富士製粉株式会社においても、平成17年11月29日開催の臨時株主総会において同合併契約書の承認を受け

ております。 

合併の詳細については、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 (1)中間連結財務諸表」の注記事項(企

業結合等関係)に記載のとおりであります。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)において、研究開発活動は、中間連結財務諸表を作成する当社のみが行ってお

ります。 

(製粉及び食品業) 

当社の研究開発活動は、富士製粉㈱との合併により、中央研究所(旧日東製粉㈱研究部門)と静岡研究所及び水産

技術センター(旧富士製粉㈱研究部門)が顧客の要望に沿った商品開発、新製品開発を行っております。そして、こ

の合併を機に、より広いジャンルで特徴のある商品をご提案できる開発体制となりました。 

商品開発にあたっては、お客様のニーズに沿った開発を進める為、市場動向の把握に努め、販売部門との密接な

連携をとり、日本国内に限らず、海外生産も視野に入れた開発に取り組んでおります。特にベトナムで平成19年以

降にミックス粉の生産を開始するのに当たり、現地の原料に合致した商品開発にも力を入れております。 

国内での商品開発の実績としては、ラーメン、うどんチェーンへの新規納入、またＣＶＳ向け中華饅用、量販店

向けバウムクーヘン用ミックス粉が採用されました。その他、家庭用商品として今流行のプリン及びムース、また

業務用パーベイクピザクラスト、ピザ用冷凍生地でも採用頂きました。 

基礎研究におきましては、柑橘類の抗アレルギー作用、骨粗鬆症改善等について複数の大学研究機関と共同研究

で取り組んでおります。 

水産技術センターでは、これまでの飼料開発飼育試験や技術サ－ビス業務に加えて、小規模な生産設備を活用し

た微粒子飼料等の特殊飼料の開発、主原料である魚粉高騰への対策としての代替原料の開発を行いました。また、

新しい水産用配合飼料開発に向け、機能性飼料の開発やおいしい養殖魚を作る飼料の開発にも取り組んでいます。 

今後もお客様と共に、新規技術、新規素材の開発にも更に積極的に取り組み、将来の事業拡大と多角化を目指

し、新商品の開発に今一層努力して参りたいと考えております。 

  

なお、当中間連結会計期間の研究開発費は、2億8千6百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

  

当中間連結会計期間において、富士製粉株式会社と合併したため、同社グループの主要な設備が新たに当社グルー

プの主要な設備となりました。その内容は次のとおりであります。 

  

提出会社 

  

  

国内子会社 

  

(注) １ 上記中〈内書〉は、連結会社以外への賃貸設備及び貸与設備であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 前記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備は次のとおりであります。 

提出会社 

  

国内子会社 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡) 
その他 合計 

静岡工場及び静岡営業所 
(静岡県静岡市清水区 他) 

製粉及び 
食品業 

生産設備 
他 

967 1,220
1,162
(29,695)

83 3,435 130 

 その他 
(静岡県静岡市清水区 他) 

製粉及び 
食品業 

その他 
29
 
 

―
 
 

133
<42>

(2,404)

22 
<22>
  

185 
<64>
 

― 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡) 
その他 合計 

日東富士運輸 
株式会社 

静岡支店 
(静岡県静岡市 
清水区) 

その他の 
事業 

備品他 － 0 － 18 19 33

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 台数 リース期間
リース契約残高 
(百万円) 

静岡工場 
(静岡県 
 静岡市 
清水区) 

製粉及び食品業 自家発電装置他 14式 ３～13年間 386 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別

セグメントの名称
設備の内容 台数 リース期間 

リース契約残高

(百万円) 

日東富士運輸 
株式会社 

静岡支店 
(静岡県静岡市 
清水区) 

その他の事業 
タンクローリー車
他 

7式 ５年間 37



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) 当社は平成18年４月１日に富士製粉株式会社と合併し、合併に際して普通株式7,094,146株を発行し、合併期日前日の最終の

富士製粉株式会社の株主名簿（実質株主名簿を含む。)に記載又は記録された株主（実質株主を含む。）に対して、その所有

する富士製粉株式会社の普通株式１株につき当社の株式0.71株の割合をもって割当て交付いたしました。但し、富士製粉株

式会社の所有する自己株式8,244株に対しては割当てておりません。 

   以上の結果、平成18年４月１日現在の当社の発行済株式総数は46,923,646株となり、資本金は508百万円、資本準備金は

1,931百万円、それぞれ増加いたしました。 

  

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月25日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 46,923,646 46,923,646
東京証券取引所
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おいて標準となる株式 

計 46,923,646 46,923,646 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年４月１日 7,094,146 46,923,646 508 2,500 1,931 4,036 



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注)１ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

     日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,435千株 

     三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社         195千株 

     日本マスタートラスト信託銀行株式会社    635千株 

  ２ 上記の所有株式数のほか当社所有の自己株式917千株(1.95％)があります。 

  ３ 平成18年４月１日付の当社と富士製粉株式会社との合併に伴い、三共株式会社が保有していた富士製粉株式会社の株式に

対し、当社株式の割当を行ったため、三共株式会社が新たに主要株主となっております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２の３の１ 16,290 34.72 

三共株式会社 東京都中央区日本橋本町３の５の１ 4,668 9.95 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１の８の11 1,435 3.06

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２の７の１ 1,300 2.77 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１の２の１ 1,093 2.33 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１の４の５ 695 1.48 

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社 

東京都港区浜松町２の11の３ 635 1.35

山崎製パン株式会社 東京都千代田区岩本町３の10の１ 619 1.32 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１の13の２ 619 1.32 

明治安田生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービス 
 信託銀行株式会社) 

東京都千代田区丸の内２の１の１
(東京都中央区晴海１の８の１２ 
 晴海アイランドトリトンスクエアＺ棟) 

619 1.32

計 ― 27,975 59.62 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、12,000株(議決権12個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式292株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式 917,000 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

45,394,000 45,394 
同上 

単元未満株式 
普通株式 

612,646 
― 同上 

発行済株式総数 46,923,646 ― ― 

総株主の議決権 ― 45,394 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
日東富士製粉株式会社 

東京都中央区新川 
１の３の17 

917,000 ― 917,000 1.95

計 ― 917,000 ― 917,000 1.95

月別 
平成18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 455 435 415 414 420 420 

最低(円) 415 380 354 378 385 388 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金     2,543   1,560    2,151  

２ 受取手形及び売掛金 ※３   4,662   6,801    4,830  

３ たな卸資産     2,610   3,537    2,405  

４ その他     533   905    686  

  貸倒引当金     △16   △20    △17  

流動資産合計     10,332 39.4  12,784 36.8   10,057 36.2

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※１              

(1) 建物及び構築物   2,610    3,517   2,561    

(2) 機械装置 
  及び運搬具   2,104   3,555 2,151   

(3) 土地   2,661    4,217   2,922    

(4) その他   280    665   260    

 有形固定資産合計     7,658   11,955    7,895  

２ 無形固定資産                

(1) 連結調整勘定   95    －   76    

(2) のれん   －    61   －    

(3) その他   466    469   453    

 無形固定資産合計     561   530    530  

３ 投資その他の資産                

(1) 投資有価証券   6,082    7,784   7,750    

(2) 差入保証金   1,203    1,136   1,188    

(3) その他   477    726   486    

  貸倒引当金   △98    △141   △120    

 投資その他の資産 
 合計    7,665 9,506   9,305 

固定資産合計     15,885 60.6  21,992 63.2   17,730 63.8

資産合計     26,217 100.0  34,776 100.0   27,787 100.0

           



  

  

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 支払手形及び買掛金 ※３   1,384   2,354    1,467  

２ 短期借入金     4,949   6,632    4,788  

３ 未払法人税等     332   221    355  

４ 賞与引当金     304   426    285  

５ 役員賞与引当金     ―   15    ―  

６ その他     978   1,566    1,145  

流動負債合計     7,949 30.3  11,215 32.3   8,041 28.9

Ⅱ 固定負債                

１ 長期借入金     21   178    15  

２ 退職給付引当金     593   620    434  

３ 役員退職慰労引当金     107   190    127  

４ 繰延税金負債     1,410   1,950    1,955  

５ 連結調整勘定     15   ―    40  

６ 負ののれん     ―   1,131    ―  

７ その他     10   71    8  

固定負債合計     2,158 8.2  4,143 11.9   2,581 9.3

負債合計     10,108 38.5  15,358 44.2   10,623 38.2

(少数株主持分)                

少数株主持分     227 0.9  ― ―   157 0.6

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     1,991 7.6  ― ―   1,991 7.2

Ⅱ 資本剰余金     2,104 8.0  ― ―   2,117 7.6

Ⅲ 利益剰余金     9,596 36.6  ― ―   9,965 35.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    2,397 9.2 ― ―   3,136 11.3

Ⅴ 自己株式     △208 △0.8  ― ―   △203 △0.7

資本合計     15,882 60.6  ― ―   17,006 61.2

負債、少数株主持分 
及び資本合計    26,217 100.0 ― ―   27,787 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ―   2,500    ―  

２ 資本剰余金     ―   4,049    ―  

３ 利益剰余金     ―   10,251    ―  

４ 自己株式     ―   △214    ―  

株主資本合計     ― ―  16,586 47.7   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

 その他有価証券 
 評価差額金    ― 2,688   ― 

評価・換算差額等 
合計    ― ― 2,688 7.7   ― ―

Ⅲ 少数株主持分     ― ―  142 0.4   ― ―

純資産合計     ― ―  19,418 55.8   ― ―

負債純資産合計     ― ―  34,776 100.0   ― ―

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     17,336 100.0  22,743 100.0   35,071 100.0

Ⅱ 売上原価     13,344 77.0  17,703 77.8   26,850 76.6

   売上総利益     3,992 23.0  5,040 22.2   8,220 23.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費                

 １ 販売諸掛   332    340   680    

 ２ 販売運賃   678    1,100   1,369    

 ３ 貸倒引当金繰入額   ―    2   2    

 ４ 給与及び諸手当   763    945   1,685    

 ５ 賞与引当金繰入額   166    233   132    

６ 役員賞与引当金 
   繰入額   ―   15 ―   

 ７ 退職給付引当金 
   繰入額   43   16 35   

 ８ 役員退職慰労引当金 
   繰入額   15   22 32   

 ９ 賃借料   383    391   769    

 10 連結調整勘定償却額   19    ―   38    

 11 のれん償却額   ―    20   ―    

 12 その他   1,133 3,534 20.4 1,363 4,451 19.6 2,276 7,022 20.0

   営業利益     457 2.6  588 2.6   1,198 3.4

Ⅳ 営業外収益                

 １ 受取利息   0    0   1    

 ２ 受取配当金   51    53   79    

 ３ 固定資産賃貸料   35    36   71    

 ４ 為替差益   2    ―   5    

 ５ 連結調整勘定償却額   1    ―   3    

６ 負ののれん償却額   ―    62   ―    

 ７ その他   39 131 0.8 47 199 0.9 77 238 0.7

Ⅴ 営業外費用                

 １ 支払利息   23    31   46    

 ２ たな卸資産廃棄損   5    10   12    

 ３ その他   2 32 0.2 2 44 0.2 9 68 0.2

   経常利益     557 3.2  743 3.3   1,369 3.9

           



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

Ⅵ 特別利益                

 １ 固定資産売却益 ※１ ―    74   23    

 ２ 投資有価証券売却益   67    19   110    

 ３ 貸倒引当金戻入益   0    0   0    

４ その他   ― 67 0.3 0 94 0.4 8 143 0.4

Ⅶ 特別損失                

 １ 固定資産売却及び 
   除却損 ※２ 19   30 37   

 ２ 減損損失 ※３ 12    ―   13    

 ３ 店舗閉鎖損失   8    6   17    

 ４ 役員退職慰労金    1    ―   1    

５ 合併関連費用   ―    56   41    

 ６ その他   ― 42 0.2 22 115 0.5 52 164 0.5

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益    582 3.3 722 3.2   1,347 3.8

   法人税、住民税 
   及び事業税   300   162 542   

   法人税等調整額   △38 262 1.5 130 292 1.3 △8 533 1.5

   少数株主利益    3 0.0 1 0.0   12 0.0

   中間(当期)純利益     316 1.8  429 1.9   801 2.3

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

   

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）
 

          

Ⅰ 資本剰余金期首残高
 

    2,104   2,104 

Ⅱ  資本剰余金増加高           

１ 自己株式処分差益   ― ― 13 13 

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高     2,104   2,117 

       

（利益剰余金の部）
 

          

Ⅰ 利益剰余金期首残高
 

    9,418   9,418 

Ⅱ 利益剰余金増加高
 

          

１ 中間(当期)純利益   316 316 801 801 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 配当金   116   233   

２ 取締役賞与
 

  22 138 22 255 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高     9,596   9,965 

       



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 剰余金の配当△116百万円、取締役賞与△26百万円は、平成18年６月の定時株主総会における利益処分による増減額でありま

す。 

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,991 2,117 9,965 △203 13,870 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △116   △116 

 取締役賞与     △26   △26 

 中間純利益     429   429 

 自己株式の取得       △11 △11 

 合併による増加 508 1,931     2,440 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)         ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

508 1,931 286 △11 2,716 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,500 4,049 10,251 △214 16,586 

項目 
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,136 3,136 157 17,164 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当       △116 

 取締役賞与       △26 

 中間純利益       429 

 自己株式の取得       △11 

 合併による増加       2,440 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △447 △447 △15 △462 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △447 △447 △15 2,253 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,688 2,688 142 19,418 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間(当期)純利益   582 722 1,347 

減価償却費   322 492 659 

減損損失   12 ― 13 

貸倒引当金の増加(△減少)額   △3 1 18 

支払利息   23 31 46 

固定資産売却益   ― △74 △23 

売上債権の増加額   △79 △132 △249 

たな卸資産の増加額   △211 △121 △5 

仕入債務の増加(△減少)額   △41 394 40 

その他流動資産の減少(△増加)額   251 △154 90 

その他流動負債の増加(△減少)額   △9 △46 156 

その他   △20 △27 △190 

小計   826 1,084 1,903 

利息及び配当金の受取額   52 53 81 

利息の支払額   △23 △29 △46 

法人税等の支払額   △250 △301 △478 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  604 807 1,460

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

投資有価証券の取得等による支出   △88 △7 △631 

投資有価証券の売却等による収入   100 28 191 

有形固定資産の取得等による支出   △226 △835 △860 

有形固定資産の売却等による収入   0 97 71 

関係会社等への出資による支出   ― △228 △0 

差入保証金の回収による収入   ― 74 61 

その他   16 13 △40 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △197 △858 △1,207



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の純減少額   ― △896 △161 

長期借入金の返済による支出   △19 △112 △25 

親会社による配当金の支払額   △116 △116 △232 

合併交付金の支払額   ― △49 ― 

その他   △3 △11 44 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △139 △1,186 △374

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   1 △0 4 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加(△減少)額 

  269 △1,237 △117

Ⅵ 合併に伴う現金及び現金同等物の 
  増加額 

  ― 701 ―

Ⅶ 連結子会社の合併に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額 

  ― 15 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物の期首残高   2,163 2,046 2,163 

Ⅸ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

※ 2,433 1,525 2,046

       



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数及び名称 

   ３社(日東運輸倉庫㈱、㈱さ

わやか、隅田商事㈱) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数及び名称 

   ３社(日東富士運輸倉庫㈱、

㈱さわやか、隅田商事㈱) 

   日東運輸倉庫㈱と富士製粉運

輸㈱を平成18年４月１日に合

併させ、日東富士運輸㈱とい

たしました。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数及び名称 

   ３社(日東運輸倉庫㈱、㈱さ

わやか、隅田商事㈱) 

 (2) 非連結子会社の名称等 

   ㈱ネオックス、ビクトリー㈱ 

   (連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社２社は小規模会

社であり、総資産、売上高、

中間純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためでありま

す。 

 (2) 非連結子会社の名称等 

   ㈱ネオックス、ビクトリー㈱ 

   Nitto-Fuji International 

   Vietnam Co.,Ltd.  

   (連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社３社は小規模会

社であり、総資産、売上高、

中間純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためでありま

す。 

 (2) 非連結子会社の名称等 

   ㈱ネオックス、ビクトリー㈱ 

   (連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社２社は小規模会

社であり、総資産、売上高、

当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社の名称等 

  (持分法を適用しない理由) 

持分法非適用会社は、それぞれ

中間純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外して

おります。 

㈱ネオックス (子会社) 

ビクトリー㈱ (子会社) 

㈱兼平製麺所 (関連会社) 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社の名称等 

  (持分法を適用しない理由) 

持分法非適用会社は、それぞれ

中間純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外し

ております。 

㈱ネオックス (子会社) 

ビクトリー㈱ (子会社) 
Nitto-Fuji International
Vietnam Co.,Ltd.(子会社) 

㈱兼平製麺所 (関連会社) 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社の名称等 

  (持分法を適用しない理由) 

持分法非適用会社は、それぞれ

当期純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外して

おります。 

㈱ネオックス (子会社) 

ビクトリー㈱ (子会社) 

㈱兼平製麺所 (関連会社) 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち㈱さわやかの

中間決算日は６月30日であり、

中間連結財務諸表の作成にあた

っては同日現在の中間財務諸表

を使用しております。 

なお、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っており

ます。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社のうち㈱さわやかの

決算日は12月31日であり、連結

財務諸表の作成にあたっては同

日現在の財務諸表を使用してお

ります。 

なお、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結

上必要な調整を行っておりま

す。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

   (イ)時価のあるもの 

     …中間決算日の市場価格

等に基づく時価法 

      (評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

   (イ)時価のあるもの 

     …中間決算日の市場価格

等に基づく時価法 

      (評価差額は、全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

   (イ)時価のあるもの 

     …決算日の市場価格等に

基づく時価法 

      (評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

  

   (ロ)時価のないもの 

     …株式：移動平均法によ

る原価法 

     …債券：償却原価法 

   (ロ)時価のないもの 

     …株式：同左 

  

     …債券：同左 

   (ロ)時価のないもの 

     …株式：同左 

  

     …債券：同左 

  ② たな卸資産 

   (イ)製品及び商品 

     …主として売価還元法に

よる原価法 

   (ロ)原料及び貯蔵品 

     …移動平均法による原価

法 

  ② たな卸資産 

   (イ)製品及び商品 

     …同左 

  

   (ロ)原料及び貯蔵品 

     …同左 

  ② たな卸資産 

   (イ)製品及び商品 

     …同左 

  

   (ロ)原料及び貯蔵品 

     …同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

    機械装置については、主と

して定額法、その他は、定

率法を採用しております。

また、親会社の食品開発セ

ンターに係る機械装置につ

いては、定率法を採用して

おります。 

    ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)について

は、定額法によっておりま

す。 

    なお、主な耐用年数は、次

のとおりであります。 

    建物及び構築物 

          ３～60年 

    機械装置及び運搬具 

          ２～16年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

    機械装置については、主と

して定額法、その他は、定

率法を採用しております。

また、親会社の静岡工場及

び食品開発センターに係る

機械装置については、定率

法を採用しております。 

    ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)について

は、定額法によっておりま

す。 

    なお、主な耐用年数は、次

のとおりであります。 

    建物及び構築物 

          ３～60年 

    機械装置及び運搬具 

        ２～16年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

    機械装置については、主と

して定額法、その他は、定

率法を採用しております。

また、親会社の食品開発セ

ンターに係る機械装置につ

いては、定率法を採用して

おります。 

    ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)について

は、定額法によっておりま

す。 

    なお、主な耐用年数は、次

のとおりであります。 

    建物及び構築物 

          ３～60年 

    機械装置及び運搬具 

        ２～16年 

  ② 無形固定資産 

    定額法によっております。 

    ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける見込利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採

用しております。 

  ② 無形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

同左 



  

  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率による計

算額を、貸倒懸念債権等に

ついては個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

    従業員に支給する賞与に充

てるため、支給見込額基準

による繰入額を計上してお

ります。 

  ② 賞与引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

同左 

――――――――――――――   ③ 役員賞与引当金 

    役員の賞与の支払に備える

ため、親会社は当連結会計

年度における支給見込額の

当中間連結会計期間負担額

を計上しております。 

――――――――――――― 

  ④ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

    なお、過去勤務債務につい

ては、５年による按分額を

当該年数にわたって費用の

減額処理をしております。 

    また、数理計算上の差異に

ついては、発生年度より５

年による按分額を当該年数

にわたって費用処理してお

ります。 

  ④ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

    なお、過去勤務債務につい

ては、５年による按分額を

当該年数にわたって処理を

しております。 

    また、数理計算上の差異に

ついては、発生年度より５

年による按分額を当該年数

にわたって処理しておりま

す。 

  ④ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において

発生していると認められる

額を計上しております。 

    なお、過去勤務債務につい

ては、５年による按分額を

当該年数にわたって処理を

しております。 

    また、数理計算上の差異に

ついては、発生年度より５

年による按分額を当該年数

にわたって処理しておりま

す。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支払に

備えるため、親会社及び一

部の連結子会社は内規に基

づく中間期末要支給額を計

上しております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支払に

備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上し

ております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支払に

備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。 

 (4) 重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 (4) 重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

同左 

 (4) 重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

 (6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なっております。 



  
会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

これにより、税金等調整前中間純利

益が12百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基

づき当該各資産の金額から直接控除

しております。 

―――――――――――――― (固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 

これにより、税金等調整前当期純利

益が13百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき

当該各資産の金額から直接控除して

おります。 

  

―――――――――――――― (役員賞与に関する会計基準) 

当中間連結会計期間より「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号）を適用しておりま

す。 

この結果、従来の方法に比べて、営

業利益、経常利益及び税金等調整前

中間純利益が、それぞれ15百万円減

少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

―――――――――――――― 

―――――――――――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間連結会計期間より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は19,275百万円であり

ます。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結貸借対照表は、改正後の中間

連結財務諸表規則により作成してお

ります。 

―――――――――――――― 



    

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――――――――――― (企業結合に係る会計基準及び事業

分離等に関する会計基準) 

当中間連結会計期間より「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）、「事業分離等

に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会

計基準第７号)及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月27日 企業会計基準適

用指針第10号）を適用しておりま

す。 

―――――――――――――― 



表示方法の変更 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

  

   ――――――――――――――――――― 

(中間連結貸借対照表） 

１ 前中間連結会計期間において無形固定資産及び固定

負債に表示しておりました「連結調整勘定」は、中

間連結財務諸表規則の改正により当中間連結会計期

間から「のれん」及び「負ののれん」として表示し

ております。 

２ 前中間連結会計期間において無形固定資産の「その

他」に含めて表示しておりました「営業権」は、中

間連結財務諸表規則の改正により当中間連結会計期

間から「のれん」に含めて表示しております。 

  なお、前中間連結会計期間の「営業権」の金額は６

百万円であります。 

   ――――――――――――――――――― (中間連結損益計算書） 

１ 前中間連結会計期間において販売費及び一般管理費

の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引

当金繰入額」は重要性が増したため区分掲記してお

ります。 

  なお、前中間連結会計期間の「貸倒引当金繰入額」

の金額は０百万円であります。 

２ 前中間連結会計期間において販売費及び一般管理費

並びに営業外収益に表示しておりました「連結調整

勘定償却額」は中間連結財務諸表規則の改正により

当中間連結会計期間から「のれん償却額」及び「負

ののれん償却額」として表示しております。 

３ 前中間連結会計期間において販売費及び一般管理費

の「その他」に含めて表示しておりました「営業

権」の償却額は、中間連結財務諸表規則の改正によ

り当中間連結会計期間から「のれん償却額」に含め

て表示しております。 

  なお、前中間連結会計期間の「営業権」の償却額は

１百万円であります。 

   ――――――――――――――――――― (中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

１ 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッ

シュ・フローの小計区分前の「その他」に含めて表

示しておりました「固定資産売却益」は重要性が増

したため、当中間連結会計期間から区分掲記してお

ります。 

  なお、前中間連結会計期間の「固定資産売却益」の

金額は△０百万円であります。 

２ 前中間連結会計期間において投資活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示しておりま

した「差入保証金の回収による収入」は重要性が増

したため、当中間連結会計期間から区分掲記してお

ります。 

  なお、前中間連結会計期間の「差入保証金の回収に

よる収入」は37百万円であります。 



  
追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(当社と富士製粉株式会社との合併

契約) 

当社は、平成17年９月13日開催の取

締役会において、平成18年４月１日

を合併期日として富士製粉株式会社

と合併することについて決議し、同

日合併契約書を締結し、平成17年11

月29日開催の臨時株主総会において

同合併契約書の承認を受けておりま

す。 

なお、富士製粉株式会社において

も、平成17年11月29日開催の臨時株

主総会において同合併契約書の承認

を受けております。 

  

合併に関する事項の概要は、次のと

おりであります。 

  

(1) 合併の目的 

  当社及び富士製粉株式会社の属

する製粉業界は、小麦粉の需要

増加に多くを期待できない中に

あって、自由化も見据えた制度

面の見直しが検討される一方、

輸入調製品の増加や販売競争の

激化等もあって、今後一層激し

さを増していくものと予想され

ます。 

  両社は、こうした経営環境の変

化に耐えうるよう企業体質を強

化し、持続的な成長を遂げてい

くためには、両社の経営を統合

し事業規模の拡大を図ることに

より、市場シェアの拡大や生産

体制の増強及び効率化を進める

ことが不可欠であると判断し、

今般、合併することで合意に至

りました。 

(2) 合併の方法及び合併後の会社の

名称 

  対等の精神の下に合併いたしま

すが、合併の法手続上、当社を

存続会社とし、富士製粉株式会

社を解散会社といたします。 

  合併後の会社の名称は、日東富

士製粉株式会社といたします。 

―――――――――――――― ―――――――――――――― 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(3) 合併に際して発行する株式及び

その割当て 

  当社は、合併に際して、合併期

日前日の最終の富士製粉株式会

社の株主名簿（実質株主名簿及

び端株原簿を含む。以下同

じ。）に記載又は記録された株

主（実質株主及び端株主を含

む。以下同じ。）が所有する富

士製粉株式会社の普通株式数の

合計に0.71を乗じた数の普通株

式を新たに発行し、富士製粉株

式会社の株主に対して、その所

有する富士製粉株式会社の普通

株式1株につき、当社の普通株

式0.71株の割合をもって割り当

てます。ただし、富士製粉株式

会社の所有する自己株式に対し

ては、割り当てません。 

(4) 増加すべき資本金 

  増加すべき資本金の額は508百

万円とし、増加後の資本金の額

は2,500百万円といたします。 

(5) 合併期日 

  合併期日は、平成18年４月１日

といたします。ただし、合併手

続の進行上の必要性その他の事

由により、両社協議の上これを

変更することができるものとい

たします。 

(6) 会社財産の引継 

  富士製粉株式会社は、その作成

する平成17年３月31日現在の財

産目録、貸借対照表、その他同

日現在の計算を基礎とし、これ

に合併期日に至るまでの増減を

加除した一切の資産及び負債並

びに権利義務を合併期日におい

て当社に引き継ぐものといたし

ます。 

  なお、富士製粉株式会社の平成

17年３月31日現在の財政状態は

次のとおりであります。 

  資産合計   8,280百万円 

  負債合計   5,120百万円 

  資本合計   3,159百万円 

  また、富士製粉株式会社の最近

事業年度（平成16年４月１日か

ら平成17年３月31日まで）にお

ける営業の状況は次のとおりで

あります。 

  売上高   11,949百万円 

  当期純損失      40百万円 

―――――――――――――― ―――――――――――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

15,592百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

21,056百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

15,307百万円 

 ２ 偶発債務 

   下記の借入金に対し保証を行

っております。 

  

従業員 362百万円

 ２ 偶発債務 

   下記の借入金に対し保証を行

っております。 

  

従業員 324百万円

 ２ 偶発債務 

   下記の借入金に対し保証を行

っております。 

  

従業員 338百万円

―――――――――――――― 

  

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。 

   なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高に含まれており

ます。 

受取手形 111百万円

支払手形 16百万円

―――――――――――――― 

  



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――――――――――― 

  

※１ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

  
機械装置及び
運搬具 

0百万円

  土地 74百万円

  計 74百万円

※１ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

機械装置及び 
運搬具 

0百万円

土地 23百万円

計 23百万円

※２ 固定資産売却損及び除却損の

内容は次のとおりでありま

す。 

※２ 固定資産売却損及び除却損の

内容は次のとおりでありま

す。 

※２ 固定資産売却損及び除却損の

内容は次のとおりでありま

す。 

(1) 固定資産売却損  

  
機械装置及び 
運搬具 

0百万円

(1) 固定資産売却損  

  建物及び構築物 7百万円

  
機械装置及び
運搬具 

0百万円

  
有形固定資産
その他 
(工具器具備品) 

0百万円

  
無形固定資産
その他 
(電話加入権) 

0百万円

  計 9百万円

(1) 固定資産売却損  

機械装置及び 
運搬具 

0百万円

その他
(工具器具備品) 

0百万円

  計 0百万円

(2) 固定資産除却損  

  建物及び構築物 9百万円

  
機械装置及び 
運搬具 

8百万円

  
その他 
(工具器具備品) 

0百万円

  計 19百万円

(2) 固定資産除却損  

  建物及び構築物 7百万円

  
機械装置及び
運搬具 

12百万円

  
有形固定資産
その他 
(工具器具備品) 

1百万円

  
無形固定資産
その他 
(電話加入権) 

0百万円

  計 21百万円

(2) 固定資産除却損  

  建物及び構築物 19百万円

機械装置及び 
運搬具 

14百万円

その他
(工具器具備品) 

3百万円

  計 36百万円



  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※３ 減損損失 

   当中間連結会計期間に、以下

の資産グループについて減損

損失を計上しております。 

   資産のグルーピングは、外食

事業店舗につきましては、各

店舗毎に行っております。 

   減損損失を計上した店舗は、

収益が低下しており、将来キ

ャッシュ・フローがマイナス

と見込まれるので、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を特別損失(12百

万円)に計上しております。 

   減損損失の内容は次のとおり

であります。 

   なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しておりま

す。 

用途 種類 場所 

外食事業 
店舗 
(連結子会社 
２物件） 

建物及び 
構築物 
機械装置 
及び運搬具 
その他 

埼玉県 

  建物及び構築物 9百万円

  
機械装置及び 
運搬具 

2百万円

  その他 0百万円

  計 12百万円

―――――――――――――― ※３ 減損損失 

当連結会計年度に、以下の資

産グループについて減損損失

を計上しております。 

資産のグルーピングは、外食

事業店舗につきましては、各

店舗毎に行っております。 

減損損失を計上した店舗は、

収益が低下しており、将来キ

ャッシュ・フローがマイナス

と見込まれるので、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を特別損失に計上

しております。 

なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しておりま

すが、上記２物件について

は、実質的な価値はないと考

え、正味売却価額をゼロと評

価しております。 

用途 種類 場所 
金額 

(百万円)

外食事業

店舗 
(連結子会社

２物件) 

建物及び

構築物 
埼玉県 10 

機械装置

及び 
運搬具 

〃 2 

その他

(工具器具

備品) 
〃 0 

計 13 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

１ 発行済株式に関する事項 

(注) 発行株式数の増加は、合併に伴い被合併会社の株主に対して割当交付したものであります。 

  

２ 自己株式に関する事項 

(注) 自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 39,829,500 7,094,146 ― 46,923,646 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 890,828 26,464 ― 917,292 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 116 3.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月15日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 138 3.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

  

現金及び 
預金勘定 

2,543百万円

預入期間が 
３ヶ月を 
超える 
定期預金 

△110百万円

現金及び 
現金同等物 

2,433百万円

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

  

現金及び
預金勘定 

1,560百万円

預入期間が
３ヶ月を 
超える 
定期預金 

△35百万円

現金及び
現金同等物 

1,525百万円

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

  

現金及び
預金勘定 

2,151百万円

預入期間が
３ヶ月を 
超える 
定期預金 

△105百万円

現金及び
現金同等物 

2,046百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産中間期末残高等

に占める割合が低いため、支

払利子込み法により、算定し

ております。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

268 192 75

有形固定
資産 
その他 
(工具器
具備品) 

88 56 32

無形固定
資産 
その他 
(ソフト 
ウェア) 

25 13 12

計 382 262 120 

 同左 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

769 361 407

有形固定
資産 
その他 
(工具器
具備品) 

96 42 54

無形固定
資産 
その他 
(ソフト 
ウェア) 

122 45 77

計 988 449 539 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形

固定資産期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込

み法により、算定しておりま

す。    

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

268 211 56 

有形固定
資産 
その他 
(工具器
具備品) 

88 63 25 

無形固定
資産 
その他 
(ソフト 
ウェア) 

25 15 9 

計 381 290 91 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 54百万円

１年超 65百万円

計 120百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 123百万円

１年超 415百万円

計 539百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 50百万円

１年超 40百万円

計 91百万円

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込

み法により、算定しておりま

す。 

同左    なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により、

算定しております。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 30百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 72百万円

減価償却費相当額 72百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 59百万円

減価償却費相当額 59百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

  

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券       

 株式 1,759 5,881 4,122 

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券   

 非上場株式 131 

 債券 9 

計 140 

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券       

 株式 2,924 7,526 4,601 

 その他 24 20 △3 

計 2,948 7,546 4,597 

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券   

 非上場株式 169 

 債券 9 

計 178 



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間) 

該当事項はありません。 

  

(当中間連結会計期間) 

該当事項はありません。 

  

(前連結会計年度) 

該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

(当中間連結会計期間) 

該当事項はありません。 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券       

 株式 2,170 7,550 5,379 

計 2,170 7,550 5,379 

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券   

 非上場株式 130 

 債券 9 

計 139 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
  

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

  

  

  
製粉及び 
食品業 
(百万円) 

外食事業 

(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

 売上高             

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

13,710 3,501 124 17,336 ― 17,336

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

4 ― 654 658 (658) ―

計 13,715 3,501 778 17,995 (658) 17,336 

 営業費用 13,221 3,544 759 17,526 (647) 16,878 

 営業利益又は営業損失(△) 493 △43 18 468 (10) 457 

  
製粉及び 
食品業 
(百万円) 

外食事業 

(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

 売上高             

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

19,254 3,351 137 22,743 ― 22,743

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

5 ― 1,102 1,107 (1,107) ―

計 19,259 3,351 1,239 23,851 (1,107) 22,743 

 営業費用 18,690 3,344 1,222 23,257 (1,102) 22,155 

 営業利益 569 7 17 594 (5) 588 

  
製粉及び 
食品業 
(百万円) 

外食事業 

(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

 売上高             

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

27,537 7,288 245 35,071 ― 35,071

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

9 ― 1,336 1,346 (1,346) ―

計 27,547 7,288 1,581 36,417 (1,346) 35,071 

 営業費用 26,484 7,189 1,528 35,202 (1,330) 33,872 

 営業利益 1,062 98 53 1,214 (15) 1,198 



(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主要な製品等 

(1) 製粉及び食品業……小麦粉・ふすま・プレミックス粉・食品・水産飼料等 

(2) 外食事業……………ケンタッキーフライドチキン等 

(3) その他の事業………運送業 

３ 「会計処理の変更（役員賞与に関する会計基準）」に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。この結果、従来の方法に比

べて、当中間連結会計期間における「製粉及び食品業」の営業費用が15百万円増加し、営業利益が同額減少しておりま

す。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間及び前連結会計年度については、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店が

ないため記載を省略しております。 

当中間連結会計期間については、全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％超であるため、所在地別

セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外売上高が連結売上高の10％未満の

ため記載を省略しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



(企業結合等関係) 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 当社は、平成18年４月１日を合併期日とした富士製粉株式会社との企業結合の会計処理について、当社を取得企業、

富士製粉株式会社を被取得企業としたパーチェス法を適用しております。 

  

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業名

称 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容 

(2) 企業結合を行った主な理由 

経営を統合し事業規模の拡大を図ることにより、市場シェアの拡大や生産体制の増強及び効率化を進めるため。 

(3) 企業結合日 

平成18年４月１日 

(4) 企業結合の法的形式 

当社を存続会社とし、富士製粉株式会社を解散会社とする合併 

(5) 企業結合後の名称 

日東富士製粉株式会社 

  

２．中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年４月１日から平成18年９月30日まで 

  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価 

取得に直接要した支出 

  

名称 富士製粉株式会社 

事業の内容 
  

小麦粉、ふすまの製造及び販売、食品類の製造及び販売、倉庫業及び港湾
運送業、飼料及び餌料の製造及び販売、運送業  

 日東富士製粉㈱の株式 2,440百万円 

 アドバイザリー手数料等 43百万円 

取得原価 2,484百万円 



４．合併に際して富士製粉㈱の株主に交付した株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評

価額 

(1) 株式の種類及び交換比率 

富士製粉㈱の普通株式１株に対して日東富士製粉㈱の普通株式0.71株を割当交付いたしました。 

(2) 交換比率の算定方法 

交換比率は、両者が指名したファイナンシャルアドバイザーによる交換比率の評価結果に基づき、両者で協議・

交渉のうえ決定いたしました。 

(3) 交付株式数及びその評価額 

評価額は、交付株式数に富士製粉㈱の株価（合併公表前５営業日の終値の平均）を乗じて算出しております。 

  

５．発生した負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) 負ののれんの金額 

1,141百万円 

(2) 発生原因 

富士製粉㈱の企業結合時点の時価純資産額が、取得原価を上回ったため、その差額を負ののれんとして認識して

おります。 

(3) 償却の方法及び償却期間 

10年間で均等償却しております。 

  

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 資産の額 

(2) 負債の額 

  

交付株式数 7,094,146株 

評価額 2,440百万円 

 流動資産 3,639百万円 

 固定資産 4,601百万円 

 資産合計 8,241百万円 

 流動負債 3,750百万円 

 負ののれん以外の固定負債 865百万円 

 負ののれん 1,141百万円 

 負債合計 5,757百万円 



(１株当たり情報) 

  

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 408円69銭 １株当たり純資産額 418円97銭 １株当たり純資産額 436円10銭

１株当たり中間純利益 ８円14銭 １株当たり中間純利益 ９円33銭 １株当たり当期純利益 19円94銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

  

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間連結損益計算書上の中間純利

益 

316百万円 

 普通株主に帰属しない金額 

  該当事項はありません。 

  

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間連結損益計算書上の中間純利

益 

429百万円 

 普通株主に帰属しない金額 

  該当事項はありません。 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

 連結損益計算書上の当期純利益 

801百万円 

  

 普通株主に帰属しない金額 

26百万円 

 （うち利益処分による役員賞与金 

26百万円） 

 普通株式に係る中間純利益 

316百万円 

 普通株式に係る中間純利益 

429百万円 

 普通株式に係る当期純利益 

775百万円 

 普通株式の期中平均株式数 

38,868千株 

 普通株式の期中平均株式数 

46,016千株 

 普通株式の期中平均株式数 

38,895千株 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――――――――――― ―――――――――――――― (当社と富士製粉株式会社との合

併) 

当社と富士製粉株式会社とは、平

成17年11月29日開催の臨時株主総

会決議により合併を承認され、平

成18年４月1日に合併し、新会社

「日東富士製粉株式会社」として

発足いたしました。 

  

合併に関する事項の概要は、次の

とおりであります。 

  

(1) 合併の目的 

両社の経営を統合し事業規模

の拡大を図ることにより、市

場シェアの拡大や生産体制の

増強及び効率化を進めるため

であります。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――――――――――― ―――――――――――――― (2)合併の方法 

当社を存続会社とし、富士製

粉株式会社は解散いたしまし

た。 

    (3)合併に際して発行する株式及び

その割当て 

当社は、合併に際して普通株

式7,094,146株を発行し、合併

期日前日の最終の富士製粉株

式会社の株主名簿（実質株主

名簿を含む。）に記載又は記

録された株主（実質株主を含

む。）に対して、その所有す

る富士製粉株式会社の普通株

式１株につき当社の株式0.71

株の割合をもって割当て交付

いたします。但し、富士製粉

株式会社の所有する自己株式

8,244株に対しては割当いたし

ません。 

以上の結果、平成18年4月1日

現在の当社の発行済株式総数

は 46,923,646 株 となりまし

た。 

    (4)増加すべき資本・資本準備金の

額及び引き継ぐ資産・負債の額 

資本金の増加額は508百万円

で、増加後の資本金の額は

2,500百万円となりました。 

資本準備金の増加額は1,931百

万円で、引き継ぐ資産の額は

8,278百万円、引き継ぐ負債の

額は4,602百万円となりまし

た。 

(5)合併期日 

平成18年４月１日 

  



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――――――――――― ―――――――――――――― (6)会社財産の引継 

合併期日において富士製粉株

式会社の資産及び負債並びに

権利義務の一切を引き継ぎま

した。 

なお、富士製粉株式会社の平

成18年３月31日現在の財政状

態は次の通りであります。 

 資産合計   7,776百万円 

 負債合計   4,312百万円 

 資本合計   3,463百万円 

 従業員数           163人 

また、富士製粉株式会社の最

近事業年度（平成17年４月１

日から平成18年３月31日ま

で）における営業の状況は次

の通りであります。 

 売上高   10,960百万円 

 経常利益       175百万円 

 当期純利益     231百万円 

(7)配当起算日 

新たに発行する株式に対する

配当起算日は平成18年４月1日

といたします。 

(8)合併交付金 

合併交付金については、合併

期日前日である平成18年３月

31日最終の富士製粉株式会社

株主又は登録質権者に対し

て、平成18年３月期の利益配

当金に代えて、その所有する

富士製粉株式会社の普通株式

１株につき５円の割合で、平

成18年６月開催の当社の定時

株主総会終結後お支払いいた

します。 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 

構成比
(％) 金額(百万円) 

構成比
(％) 金額(百万円) 

構成比
(％) 

(資産の部)
 

               

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金   1,763    1,039   1,092    

２ 受取手形 ※３ 6    290   11    

３ 売掛金   3,453    5,204   3,602    

４ たな卸資産   2,529    3,463   2,314    

５ 短期貸付金   2,130    1,800   2,010    

６ その他   391    775   545    

  貸倒引当金   △1    △2   △1    

流動資産合計     10,273 44.5  12,570 39.6   9,574 39.3

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※１              

(1) 建物   1,386    2,150   1,378    

(2) 構築物   403    616   395    

(3) 機械装置   1,791    3,136   1,782    

(4) 土地   2,264    3,851   2,556    

(5) その他   195    579   192    

 有形固定資産合計   6,040    10,334   6,306    

２ 無形固定資産   428    444   420    

３ 投資その他の資産                

(1) 投資有価証券   4,917    6,629   6,377    

(2) その他   1,495    1,855   1,743    

  貸倒引当金   △49    △70   △49    

 投資その他の資産 
 合計   6,363   8,415 8,070   

固定資産合計     12,832 55.5  19,194 60.4   14,797 60.7

資産合計     23,105 100.0  31,764 100.0   24,371 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 

構成比
(％) 金額(百万円) 

構成比
(％) 金額(百万円) 

構成比
(％) 

(負債の部)
 

               

Ⅰ 流動負債                

１ 支払手形   ―     93   ―    

２ 買掛金   468    1,319   386    

３ 短期借入金   4,600    6,549   4,600    

４ 未払法人税等   303    193   284    

５ 賞与引当金   261    373   248    

６ 役員賞与引当金   ―    15   ―    

７ その他   734    1,235   760    

流動負債合計     6,368 27.6  9,781 30.8   6,281 25.8

Ⅱ 固定負債                

１ 長期借入金   ―    169   ―    

２ 退職給付引当金   326    371   170    

３ 役員退職慰労引当金   86    156   98    

４ 繰延税金負債   1,388    1,934   1,926    

５ 負ののれん   ―    1,084   ―    

６ その他   ―    64   ―    

固定負債合計     1,801 7.8  3,781 11.9   2,195 9.0

負債合計     8,170 35.4  13,563 42.7   8,476 34.8

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     1,991 8.6  ― ―   1,991 8.2

Ⅱ 資本剰余金                

１ 資本準備金   2,104    ―   2,104    

資本剰余金合計     2,104 9.1  ― ―   2,104 8.6

Ⅲ 利益剰余金                

１ 利益準備金   497    ―   497    

２ 任意積立金   6,602    ―   6,602    

３ 中間(当期)未処分 
  利益   1,556    ―   1,792    

利益剰余金合計     8,657 37.5  ― ―   8,892 36.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金     2,382 10.3  ― ―   3,109 12.7

Ⅴ 自己株式     △200 △0.9  ― ―   △203 △0.8

資本合計     14,935 64.6  ― ―   15,895 65.2

負債・資本合計     23,105 100.0  ― ―   24,371 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 

構成比
(％) 金額(百万円) 

構成比
(％) 金額(百万円) 

構成比
(％) 

(純資産の部)
 

               

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ―   2,500    ―  

２ 資本剰余金                

(1) 資本準備金   ―    4,036   ―    

資本剰余金合計     ―   4,036    ―  

３ 利益剰余金                

(1) 利益準備金   ―    497   ―    

(2) その他利益剰余金                

圧縮記帳積立金   ―    37   ―    

別途積立金   ―    7,000   ―    

繰越利益剰余金   ―    1,680   ―    

利益剰余金合計     ―   9,216    ―  

４ 自己株式     ―   △214    ―  

株主資本合計     ― ―  15,537 48.9   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― 2,663   ― 

評価・換算差額等 
合計    ― ― 2,663 8.4   ― ―

純資産合計     ― ―  18,201 57.3   ― ―

負債純資産合計     ― ―  31,764 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 

百分比
(％) 金額(百万円) 

百分比
(％) 金額(百万円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高
 

    12,443 100.0  17,886 100.0   24,973 100.0

Ⅱ 売上原価     10,027 80.6  14,402 80.5   20,061 80.3

売上総利益     2,415 19.4  3,483 19.5   4,912 19.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費
 
    1,938 15.6  2,921 16.4   3,860 15.5

営業利益     477 3.8  562 3.1   1,051 4.2

Ⅳ 営業外収益
 

               

 １ 受取利息
 

  8    7   16    

 ２ その他
 

  117    189   206    

   営業外収益合計
 

    126 1.0  196 1.1   222 0.8

Ⅴ 営業外費用
 

               

 １ 支払利息
 

  21    30   41    

 ２ その他
 

  6    12   19    

   営業外費用合計
 

    27 0.2  42 0.2   61 0.2

経常利益     575 4.6  716 4.0   1,213 4.8

Ⅵ 特別利益
 

※１   67 0.5  94 0.5   78 0.3

Ⅶ 特別損失
 

    4 0.0  71 0.4   57 0.2

税引前中間(当期) 
純利益    638 5.1 738 4.1   1,234 4.9

法人税、住民税 
及び事業税   281   142 483   

法人税等調整額   △39 241 1.9 130 272 1.5 1 484 1.9

中間(当期)純利益     397 3.2  465 2.6   750 3.0

前期繰越利益     1,159   ―    1,159  

中間配当額     ―   ―    116  

中間(当期)未処分 
利益    1,556 ―   1,792 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

  

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 剰余金の配当△116百万円、取締役賞与△26百万円、別途積立金の積立△400百万円、圧縮記帳積立金の取崩のうち０百万円

は、平成18年６月の定時株主総会における利益処分による増減額であります。 

  

項目 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金

合計 圧縮記帳
積立金 

別途積立金
繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,991 2,104 2,104 497 2 6,600 1,792 8,892 

中間会計期間中の変動額                 

 圧縮記帳積立金の積立         35   △35 ― 

 圧縮記帳積立金の取崩         △0   0 ― 

 別途積立金の積立           400 △400 ― 

 剰余金の配当             △116 △116 

 取締役賞与             △26 △26 

 中間純利益             465 465 

 自己株式の取得                 

 合併による増加 508 1,931 1,931           

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額) 

                

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

508 1,931 1.931   35 400 △111 323 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,500 4,036 4,036 497 37 7,000 1,680 9,216 

項目 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計

       

自己株式 
株主資本 
合計 

その他
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

       
      

     

平成18年３月31日残高(百万円) △203 12,785 3,109 3,109 15,895       

中間会計期間中の変動額                 

 圧縮記帳積立金の積立         ―       

 圧縮記帳積立金の取崩         ―       

 別途積立金の積立         ―       

 剰余金の配当   △116     △116       

 取締役賞与   △26     △26       

 中間純利益   465     465       

 自己株式の取得 △11 △11     △11       

 合併による増加   2,440     2,440       

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額) 

    △446 △446 △446       

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

△11 2,752 △446 △446 2,306       

平成18年９月30日残高(百万円) △214 15,537 2,663 2,663 18,201       



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法  １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

    …移動平均法に基づく原価

法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

    …同左 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

    …同左 

  

  ② その他有価証券 

   (イ)時価のあるもの 

     …中間決算日の市場価格

等に基づく時価法 

      (評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

  ② その他有価証券 

   (イ)時価のあるもの 

     …中間決算日の市場価格

等に基づく時価法 

      (評価差額は、全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

  ② その他有価証券 

   (イ)時価のあるもの 

     …決算期末日の市場価格

等に基づく時価法 

      (評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

   (ロ)時価のないもの 

     …株式：移動平均法によ

る原価法 

     …債券：償却原価法 

   (ロ)時価のないもの 

     …株式：同左 

  

     …債券：同左  

   (ロ)時価のないもの 

     …株式：同左 

  

     …債券：同左 

 (2) たな卸資産 

  ① 製品………………売価還元

法による

原価法 

  ② 原料及び貯蔵品…移動平均

法による

原価法 

 (2) たな卸資産 

  ① 製品………………同左 

  

  

  ② 原料及び貯蔵品…同左 

 (2) たな卸資産 

  ① 製品………………同左 

  

  

  ② 原料及び貯蔵品…同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   機械装置については定額法、

その他は定率法を採用してお

ります。また食品開発センタ

ーに係る機械装置について

は、定率法を採用しておりま

す。 

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額

法によっております。 

   なお、主な耐用年数は、次の

とおりであります。 

建物及び構築物 ３～60年 

機械装置及び 

運搬具 
２～16年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   機械装置については定額法、

その他は定率法を採用してお

ります。また静岡工場及び食

品開発センターに係る機械装

置については、定率法を採用

しております。 

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額

法によっております。 

   なお、主な耐用年数は、次の

とおりであります。 

建物及び構築物 ３～60年 

機械装置及び 

運搬具 
２～16年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   機械装置については定額法、

その他は定率法を採用してお

ります。また食品開発センタ

ーに係る機械装置について

は、定率法を採用しておりま

す。 

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額

法によっております。 

   なお、主な耐用年数は、次の

とおりであります。 

建物及び構築物 ３～60年 

機械装置及び 

運搬具 
２～16年 

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

   ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る見込利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用しており

ます。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に支給する賞与に充て

るため支給見込額基準によ

る繰入額を計上しておりま

す。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

同左 

――――――――――――――  (3) 役員賞与引当金 

   役員の賞与の支払に備える

ため、当事業年度における

支給見込額の当中間会計期

間負担額を計上しておりま

す。 

―――――――――――――― 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計

期間末において発生してい

ると認められる額を計上し

ております。 

   なお、過去勤務債務につい

ては、５年による按分額を

当該年数にわたって費用の

減額処理をしております。

また数理計算上の差異につ

いては、発生年度より５年

による按分額を当該年数に

わたって費用処理しており

ます。 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生

していると認められる額を

計上しております。 

   なお、過去勤務債務につい

ては、５年による按分額を

当該年数にわたって処理し

ております。また数理計算

上の差異については、発生

年度より５年による按分額

を当該年数にわたって処理

しております。 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

   なお、過去勤務債務につい

ては、５年による按分額を

当該年数にわたって処理を

しております。 

   また、数理計算上の差異に

ついては、発生年度より５

年による按分額を当該年数

にわたって処理しておりま

す。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しております。 

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 



  
会計処理の変更 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 ―――――――――――――― 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損に

係る会計基準」(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号)を適用

しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 ―――――――――――――― 

  

(役員賞与に関する会計基準) 

当中間会計期間より「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号）を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営

業利益、経常利益及び税引前中間純

利益が、それぞれ15百万円減少して

おります。 

 ―――――――――――――― 

  

 ―――――――――――――― 

  
(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間会計期間より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は18,201百万円であり

ます。 

中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対

照表は、改正後の中間財務諸表等規

則により作成しております。 

 ―――――――――――――― 

  

 ―――――――――――――― (企業結合に係る会計基準及び事業

分離等に関する会計基準) 

当中間会計期間より「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）、「事業分離等に

関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計

基準第７号)及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月27日 企業会計基準適

用指針第10号）を適用しておりま

す。 

 ―――――――――――――― 



表示方法の変更 

  

  

  

追加情報 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(中間貸借対照表） 

前中間会計期間において固定負債の「その他」に含めて

表示しておりました「繰延税金負債」については、負債

及び資本の合計額の100分の５を超えたため、当中間会

計期間より区分掲記しております。 

なお、前中間会計期間の「繰延税金負債」の金額は870

百万円であります。 

――――――――――――――――――― 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(当社と富士製粉株式会社との合併

契約) 

「１ 中間連結財務諸表等 (1)中

間連結財務諸表」の追加情報に記載

のとおりであります。 

―――――――――――――― 

  

―――――――――――――― 

  

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

(注) 自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

12,005百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

17,951百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

12,125百万円 

 ２ 偶発債務 

下記の借入金に対し保証を行

っております。 

従業員 362百万円

 ２ 偶発債務 

下記の借入金に対し保証を行

っております。 

従業員 324百万円

 ２ 偶発債務 

下記の借入金に対し保証を行

っております。 

従業員 338百万円

―――――――――――――― ※３ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高に含まれております。 

受取手形 54百万円

―――――――――――――― 

 ４ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

 ４ 消費税等の取扱い 

同左 

―――――――――――――― 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 特別利益のうち主なもの 

投資有価証券
売却益 

67百万円

※１ 特別利益のうち主なもの 

固定資産売却
益 

74百万円

投資有価証券
売却益 

19百万円

※１ 特別利益のうち主なもの 

投資有価証券
売却益 

78百万円

 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 186百万円

無形固定資産 13百万円

 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 334百万円

無形固定資産 15百万円

 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 375百万円

無形固定資産 26百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 890,828 26,464 ― 917,292 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 216 155 60 

計 216 155 60 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 624 262 361 

有形固定
資産 
その他 
(工具器
具備品) 

50 15 34 

無形固定
資産 
その他 
(ソフト 
ウェア) 

97 27 70 

計 771 305 466 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置 216 171 45 

計 216 171 45 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により、

算定しております。 

同左    なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利

子込み法」により、算定して

おります。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利

子込み法」により、算定して

おります。 

１年以内 30百万円

１年超 29百万円

計 60百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

同左 

１年以内 87百万円

１年超 379百万円

計 466百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

   なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低い

ため、「支払利子込み法」に

より、算定しております。 

１年以内 30百万円

１年超 14百万円

計 45百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 15百万円

減価償却費相当額 15百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 49百万円

減価償却費相当額 49百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 30百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(企業結合等関係) 

当中間会計期間 (自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

「１ 中間連結財務諸表等 (1)中間連結財務諸表」の注記事項(企業結合等関係)に記載のとおりでありま

す。 

  

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 ―――――――――――――― 

  

 ―――――――――――――― 

  

(当社と富士製粉株式会社との合併) 

「１ 連結財務諸表等 (1)連結財

務諸表」の重要な後発事象に記載の

とおりであります。 



(2) 【その他】 

平成18年11月15日開催の取締役会において、平成18年９月30日現在最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載また

は記録された株主、質権者又は信託受託者に対し、次のとおり中間配当を行う旨決議しました。 

  

１ 中間配当金総額 138百万円

２ １株当たりの配当額 ３円

３ 支払請求権の効力発生日並びに支払開始日 平成18年12月８日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

  

２ 臨時報告書 

  

  

(1) 事業年度 第108期（旧会社名 日東製粉株式会社） 

  （自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 平成18年６月30日に関東財務局長に提出 

(2) 事業年度 第92期（旧会社名 富士製粉株式会社） 

  （自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 平成18年６月30日に関東財務局長に提出 

(1) 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)及び第９号(代表取

締役の異動)の規定に基づく臨時報告書 平成18年５月19日に関東財務局長に提出 

(2) 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)の規定に基づく

臨時報告書 平成18年11月16日に関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月22日

日東製粉株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東製

粉株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日東製粉株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  松  村  俊  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  多  田    修    ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月22日

日東富士製粉株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東富

士製粉株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日東富士製粉株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  鈴  木  啓  之  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  多  田    修    ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  廿  楽  真  明  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月22日

日東製粉株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東製

粉株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第108期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日東製粉株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  松  村  俊  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  多  田    修    ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月22日

日東富士製粉株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東富

士製粉株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第109期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日東富士製粉株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  鈴  木  啓  之  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  多  田    修    ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  廿  楽  真  明  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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